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「木材供給及び利用促進に関する県の施策の実施状況」は、愛媛県 
木材供給及び利用促進に関する条例第 20 条の規定に基づき作成す 
るものです。 

 
  愛媛県木材の供給及び利用の促進に関する条例 

（平成 30 年 12 月 25 日 愛媛県条例第 56 号) 

 
(施策の実施状況の公表) 

第 20 条 知事は、毎年度、木材の供給及び利用の促進に関する施策 
の実施状況を公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 森林・林業分野は、様々なＳＤＧs の達成に貢献しています。 

本報告では、各施策と SDGｓにおける目標との関りを示しています。 
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１ 木材の供給促進のための施策  
 

（１）原木供給の状況 

   県内の原木供給は、昭和45年に87万３千ｍ３ありましたが、木材価格の下落

に合わせて生産量も減少し、平成17年には44万９千ｍ３まで減少しました。 

その後、豊富な森林資源を循環利用するため、搬出間伐を推進するとともに、

平成 26 年度からは、主伐を計画的に推進する林業躍進プロジェクトに取り組ん

だ結果、素材生産量は増加し、平成29年には60万６千ｍ３まで回復しました。 

しかしながら、平成 30 年７月の豪雨災害等や新型コロナウイルス感染症拡大

により、しばらく低迷していましたが、令和３年になるとウッドショックの影響

から県産材に対する需要が高まり、木材価格が上昇したことから、素材生産活動

が活発になったことで、原木供給量は56万３千ｍ３にまで上昇しています。 
 

表－１ 愛媛県内の原木供給量 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

        素材生産の様子                木材市場に出荷された原木 

<参考> 
図－１ 愛媛県原木供給量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 令和４年実績 
原木供給量 ５６３千m３ 
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（２）森林の整備 

   県では、森林の持つ水源涵養、土砂災害防止、地球環境保全、生物多様性保全

等の多面的機能の持続的な発揮を図るため、国庫補助事業や森林環境税等を活

用し、人工林を中心に森林の整備に取り組みました。 
 表－２ 施業種別の森林整備実施面積 

 

                               伐採作業中 

 
 
 
 
 
 
 
      搬出間伐の状況                   間伐後の森林 

<参考> 
 図－２  過去の森林整備実績 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

項   目 令和４年度実績 
植   栽 ４７１ｈａ 
下 刈 り １，３７１ｈａ 
除   伐 ３１９ｈａ 
間   伐 ４，７１１ｈａ 
主   伐 ４８８ｈａ 
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（３）主伐及び再造林の促進 

   製材工場の大型化や木質バイオマス発電所等の稼働により、県内の木材需要

は急激に増加しています。県では、従来の搬出間伐に加え、主伐を計画的・段階

的に導入することで県産材の増産に取り組みました。 
  また、主伐の実施にあたっては、林地条件に応じた更新と保育が確保される

よう配慮するとともに、成長と材質に優れた品種による苗木の供給体制整備や

一貫作業システムの普及などによる低コスト化を推進しています。 
 
表－３ 主伐と植栽の実施面積 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
       主伐実施状況                   再造林地 

<参考> 
 図－３ 過去の主伐及び再造林実績 
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（４）森林経営を行う体制の構築 

   持続的な森林経営のためには、路網整備をはじめ、高性能林業機械の性能を最

大限引き出す効率的な施業を進めていくことが重要であることから、林業事業体

が中心となり面的まとまりのある森林を確保し、計画的な施業の実施を目指す

「森林経営計画」の作成を推進しました。 
 
  表－４ 森林経営計画の樹立面積 
 
 

 

（５）人材の育成 

  県では、若者の林業への就業を促進するため、実践的な体験研修の実施や就業

希望者に向けた就業ガイダンスの開催などを行っています。 
また、新規就業者の定着を図るため、林業技術研修の実施や共済掛金及び労働

安全対策等へ支援することにより、林業事業体の育成強化を図ってきました。 
  さらに、植栽や下刈りの保育作業に携わる労務の確保を図るため農閑期の農家

やシルバー人材等を対象にしたチェーンソー等の資格取得講習、外国人技能実習

生の受け入れ体制整備や女性目線で林業の魅力を発信する林業女子活動への支

援など、新たな労働力の確保にも取り組みました。 
 

   表－５ 林業就業者の人数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      就業ガイダンスの開催            就業者養成研修の実施 

項 目 令和４年度実績 
樹立面積 ５，７７６ｈａ 

項  目 令和４年度実績 
林業就業者数 ８８１人 
うち新規参入者 ６１人 
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２ 木材利用促進のための施策  
 

（１）国内外への販路拡大 

    県では、品質・性能の優れた県産材のブランド化により、国内への販路拡大を

図るため、平成24年度に、JAS規格を基本とする品質基準を定め、「媛すぎ・媛

ひのき」と命名するとともに、「安定供給」「品質管理」「多様な製品」をキーワー

ドに首都圏等大都市をターゲットとした様々な営業活動に取り組んでいます。 

具体的には、県内の木材業界と連携した大手商社や住宅メーカーなどへのトッ

プセールスやマッチング商談会の開催、建材関係展示会への出展など、精力的に

営業活動を展開しています。 

また、平成 25 年度からは、海外への販路拡大にも取り組んでおり、経済発展

の著しい韓国やベトナムなどをターゲットに、オンラインの利用も含めた新型コ

ロナ感染対策にも十分配慮した展示会・商談会への出展を行うなど、現地の人脈

を生かしたきめ細かな営業活動を展開しています。 

             

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

展示会への出展（東京）             展示・即売会（名古屋市） 

海外展示会への出展（韓国） 

・現地スタッフによる対応 

海外展示会への出展（ベトナム） 

・現地スタッフと県職員による対応 
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  表－６ 県関与の林産物成約金額  

 

 

 

 

<参考> 
 図－４ 県関与の林産物成約金額推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建築物等への県産木材の利用推進 

     県では、「公共施設等木材利用推進方針」に基づき、庁内各部局を横断する「公

共施設等木材利用推進連絡会議」を設置し、県が整備又は支援する公共施設の木

造化又は木質化、公共土木事業での木材利用に積極的に取り組んでいます。 

また、森林環境税を活用し、市町等が建設する公共施設等の木造化又は木質化

に必要となる経費に対し支援を行うほか、新たな建築資材であるＣＬＴを使った

建築物や民間住宅等への県産木材の利用に対する支援に取り組みました。 

 

  表－７ 県産木材利用に対する支援の実施 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 令和４年度実績 
国内成約金額 ３,５３０百万円 

海外成約実績 ２３９百万円 

項  目 令和４年度実績 

公共施設等の木造化・木質化の支援件数 ３件 

ＣＬＴ建築物の建設の支援件数 ７件 

住宅等における県産材の支援件数 ３４５件 

住宅等のリフォームにおける県産材の支援件数 ５６件 

住宅等の外構施設における県産材の支援件数 ２２件 
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（３）木材利用・活用の促進を担う人材の育成 

    県では、建築物等における木材の利用を促進させるため、市町担当者や県内設

計士等の木材利用に携わる関係者を対象に木材利用や木造建築に関する講習会

の開催や林業研究センターにおける木材利用に関する試験・研究の成果発表を通

じて、木材の利活用を担う設計者や木材の加工技術者等の人材育成に取り組みま

した。 
 

公共施設の木造化支援（石応公民館） 

ＣＬＴ建築物の建設支援 

住宅における県産材の支援 リフォームにおける県産材の支援 

ＣＬＴ建築物の建設支援 

ＣＬＴ建築物の建設支援 
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   表－８ 人材育成に係る研修会等の開催状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

講習会の様子                 講習会の様子 

 

 

（４）技術の開発及び普及 

県では、ＣＬＴ建築物の住環境評価や接合部の強度性能評価、空間木質化によ

る効果実証試験、大径材の有効活用を図るためのツーバイフォ―部材等の開発な

ど、品質・性能の高い木質部材の生産及び供給や木材を利用した建築工法等に関

する試験研究及び技術開発を実施するとともに、オンラインを活用しその成果の

普及に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＬＴ平版構成接合の試験研究の状況    木製パーティションによる効果実証試験研究の状況 

 

表－９ 試験研究の普及状況 

 

 

 

 

項  目 令和４年度実績 

講 習 会      ４回 

項  目 令和４年度実績 

林業研究センター成果発表      ２０回 
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（５）木質バイオマス等木材の有効利用 

県では、主伐や間伐の実施により発生する林地残材や、製材工場で発生する端

材などを、製紙用原料やペレット原料、木質バイオマス発電用燃料等に有効利用

することで、二酸化炭素の排出量削減と地域経済の活性化に取り組みました。 

   

  表－10 林地残材の利用量 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         林地残材                   木材チップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

木質バイオマス発電所（松山市）         木質バイオマス発電所（内子町） 

項  目 令和４年実績 

林地残材の利用量   １１０千m3 


